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２ 介護保険特別会計の状況 

 

⑴  款別歳入決算の前年度比較 

款 

平成３０年度 
決算額 （円）

令和元年度 
決算額 （円）

前年度比 
（円） 

伸び率
（％） 

Ⓐ Ⓑ Ⓑ－Ⓐ Ⓑ／Ⓐ 

介護保険料 1,043,148,749 1,029,704,710 △13,444,039 98.7

使用料及び手数料 30,000 90,000 60,000 300.0

国庫支出金 897,733,887 917,832,684 20,098,797 102.2

支払基金交付金 1,125,505,761 1,147,751,000 22,245,239 102.0

県支出金 628,353,206 636,843,354 8,490,148 101.4

財産収入 69,290 56,830 △12,460 82.0

繰入金 714,417,000 798,966,000 84,549,000 111.8

繰越金 70,066,609 100,804,526 30,737,917 143.9

諸収入 2,848,398 180,532 △2,667,866 6.3

合 計 4,482,172,900 4,632,229,636 150,056,736 103.3

 

⑵  款別歳出決算の前年度比較 

款 

平成３０年度 
決算額 （円） 

令和元年度 
決算額 （円）

前年度比 
（円） 

伸び率
（％）

Ⓐ Ⓑ Ⓑ－Ⓐ Ⓑ／Ⓐ

総務費 98,897,013 93,147,516 △5,749,497 94.2

保険給付費 4,029,050,632 4,158,859,332 129,808,700 103.2

地域支援事業費 179,805,376 175,782,368 △4,023,008 97.8

基金積立金 36,778,290 47,370,830 10,592,540 128.8

諸支出金 36,837,063 54,478,204 17,641,141 147.9

合 計 4,381,368,374 4,529,638,250 148,269,876 103.4
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⑶ 款別歳入決算の状況 

款 

予算現額 

（円） 

調定額 

（円） 

収入済額（決算額）

（円） 

Ⓐ Ⓑ Ⓒ 

介護保険料 1,020,131,000 1,058,154,351 1,029,704,710

使用料及び手数料 50,000 90,000 90,000

国庫支出金 964,215,000 917,832,684 917,832,684

支払基金交付金 1,207,583,000 1,147,751,000 1,147,751,000

県支出金 669,701,000 636,843,354 636,843,354

財産収入 57,000 56,830 56,830

繰入金 798,966,000 798,966,000 798,966,000

繰越金 100,804,000 100,804,526 100,804,526

諸収入 4,000 180,532 180,532

合 計 4,761,511,000 4,660,679,277 
4,632,229,636

Ⓔ 

 

⑷ 基金残高の状況 

区 分 

平成３０年度末現在高 令和元年度中の増減 

 
市民一人当た 
りの現在高 積立額 取り崩し額 

Ⓐ Ⓑ（Ⓐ／69,029 人） Ⓒ Ⓓ 

介護給付費準備基金 415,717,217 6,022 47,370,830 95,132,000
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不納欠損額 

（円） 

収入未済額 

（円） 

予算現額に対す
る増減額（円） 

収入割合（％） 

対予算現額 対調定額 決算額構成比

Ⓓ Ⓑ－Ⓒ－Ⓓ Ⓒ－Ⓐ Ⓒ／Ⓐ Ⓒ／Ⓑ Ⓒ／Ⓔ 

9,705,400 18,744,241 9,573,710 100.9 97.3 22.2

0 0 40,000 180.0 100.0 0.0

0 0 △46,382,316 95.2 100.0 19.8

0 0 △59,832,000 95.0 100.0 24.8

0 0 △32,857,646 95.1 100.0 13.8

0 0 △170 99.7 100.0 0.0

0 0 0 100.0 100.0 17.2

0 0 526 100.0 100.0 2.2

0 0 176,532 4,513.3 100.0 0.0

9,705,400 18,744,241 △129,281,364 97.3 99.4 
 

 
100.0

 

（単位 円） 

令和元年度末現在高 前年度比 

 
市民一人当たり 
の現在高 

 
市民一人当たり 
の現在高 

Ⓔ（Ⓐ＋Ⓒ－Ⓓ） Ⓕ（Ⓔ／69,209 人） Ⓔ－Ⓐ Ⓕ－Ⓑ 

367,956,047 5,317 △47,761,170  △705
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⑸ 保険料決算の状況 
 
 

区 分 

予算現額 

（円） 

調定額 

（円） 

収入済額（決算額） 

（円） 

不納欠損額 

（円）  

 Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ 

現年度分 1,018,931,000 1,035,475,000 1,027,133,900 0

滞納繰越分 1,200,000 22,679,351 2,570,810 9,705,400

合 計 1,020,131,000 1,058,154,351
1,029,704,710 

Ⓔ 
9,705,400

 

⑹ 収入未済額の内容                         （単位 円） 

区 分 介護保険料 

令和元年度 8,341,100

平成３０年度 9,700,200

平成２９年度 702,941

平成２８年度 0

平成２７年度以前 0

合 計 18,744,241

 

⑺ 不納欠損額の内容                         （単位 円） 

区 分 介護保険料 

介護保険法第２００条 
235 人

9,705,400
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収入未済額 

（円） 

決算額 
構成比 
（％） 

徴収率 
被保険者一人当たりの 

決算額 

（％） 前年度 対前年度 （円） 被保険者［令和
元年度末］ 

Ⓑ－Ⓒ－Ⓓ Ⓒ／Ⓔ Ⓒ／Ⓑ Ⓕ Ⓒ／Ⓑ－Ⓕ Ⓔ／Ⓗ Ⓗ 

8,341,100 99.75 99.19 99.03 0.16

63,460 16,226 人

10,403,141 0.25 11.34 14.57 △3.23

18,744,241 100.00 97.31 96.89 0.42  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

介護保険法（抜粋） 

 

（時効）  

第２００条 保険料、納付金その他この法律の規定による徴収金を徴収し、又はその還付を受ける権利及び

保険給付を受ける権利は、これらを行使することができる時から２年を経過したときは、時効によって消

滅する。  

２ 略 
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⑻ 款別歳出決算の状況 

款 

予算現額 

（円） 

支出済額（決算額） 翌年度繰越額 

（円） （円） 

Ⓐ Ⓑ Ⓒ 

総務費 101,696,000 93,147,516 0

保険給付費 4,340,082,000 4,158,859,332 0

地域支援事業費 216,368,000 175,782,368 0

基金積立金 47,371,000 47,370,830 0

諸支出金 54,994,000 54,478,204 0

予備費 1,000,000 0 0

合 計 4,761,511,000
4,529,638,250

Ⓓ 
0
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不用額 

（円） 

執行割合（％） 市民一人当たりの決算額

対予算現額 決算額構成比 （円） 

Ⓐ－Ⓑ－Ⓒ Ⓑ／Ⓐ Ⓑ／Ⓓ Ⓑ／69,209 人 

8,548,484 91.6 2.1 1,346

181,222,668 95.8 91.8 60,091

40,585,632 81.2 3.9 2,540

170 100.0 1.0 685

515,796 99.1 1.2 787

1,000,000 0.0 0.0 0

231,872,750 95.1 100.0  65,449

 

 



科目 

主管 

款 項 目 

事 業 名 介護保険事業 

令和元年度 

決 算  額
財 源 内 訳 

4,529,638,250円 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,554,676,038円 90,000円 円 円 1,722,387,830円 1,252,484,382円 

市民一人当たり 

の決算額 

65,449円 

（一般財源等ベース 18,097円） 
単位決算額 

279,159円  
（第 1号被保険者 16,226人） 

高

齢

福

祉

課

１ 事業目的 

  ６５歳以上で介護や支援の必要な方及び４０歳以上で特定疾病が原因で介護や

支援の必要な方に対して、保険給付を行う。また、地域包括ケアシステムを構築

するため、介護予防・日常生活支援総合事業などの地域支援事業を行う。 

２ 事業内容 

  介護保険法及び清須市介護保険条例の規定による保険給付や介護予防・日常生

活支援総合事業などの地域支援事業を行った。 

⑴ 第１号被保険者数（令和２年３月末）

区 分 対象者 

６５歳以上７５歳未満 7,924人 

７５歳以上 8,302人 

合 計 16,226人 

⑵ 申請の状況

区 分 申請者 

新規申請 742人 

更新申請 1,565人 

変更申請 240人 

⑶ 賦課徴収状況

区 分 収入額 

現年度分 
特別徴収 959,274,000円 

普通徴収 67,859,900円 

滞納繰越分 2,570,810円 

合 計 1,029,704,710円 

⑷ 保険給付

区 分 事業費 

介護給付費 3,816,763,665円 

介護予防給付費 84,407,068円 

高額介護サービス費 113,479,883円 

高額医療合算介護（介護予防）サー

ビス費 
15,019,775円 

特定入所者介護サービス費 126,892,734円 

審査支払手数料 2,296,207円 

合 計 4,158,859,332円 
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高

齢

福

祉

課 

⑸ 介護認定（令和２年３月末） 

区 分 対象者 

要介護等認定調査件数 2,547件 

要介護等認定審査件数 2,554件 

要介護等認定 

状況 

要支援１ 303人 

要支援２ 401人 

要介護１ 452人 

要介護２ 478人 

要介護３ 399人 

要介護４ 383人 

要介護５ 246人 

合 計 2,662人 

⑹ 事業対象者（令和２年３月末） 

区 分 対象者 

チェックリスト実施件数（新規） 43件 

事業対象者 105人 

⑺ 介護予防・生活支援サービス事業（地域支援事業） 

区 分 事業費 

第１号訪問事業費 

訪問型サービスＡ（指定） 20,445,624円 

きよす家事サポートサービス 

（委託） 
277,840円 

第１号通所事業費 

通所型サービスＡ（指定） 42,901,123円 

きよす元気アップサービス（委託） 3,384,000円 

きよす集中リハビリサービス 

（委託） 
9,042,800円 

介護予防ケアマネジメント事業費 10,444,977円 

高額介護予防サービス費相当事業費 90,285円 

⑻ 一般介護予防事業（地域支援事業） 

  ア 介護予防普及啓発事業 

区 分 回 数 延べ利用者数 

清須市民げんき大学（官学連携） 14回        270人 

チャレンジ教室（認知症予防教

室） 
159回      2,806人 

やろまいか教室 40回      2,015人 

イ 地域介護予防活動支援事業 

区 分 回 数 延べ利用者数 

いこまいか教室 776回 16,737人 

認知症キャラバン・メイトフォロ

ーアップ 
1回 34人 

  ウ 地域リハビリテーション活動支援事業 

区 分 回 数 延べ利用者数 

地域サロン応援講座 8回 154人 
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高

齢

福

祉

課 

⑼ 包括的支援事業・任意事業（地域支援事業） 

  ア 包括的支援事業 

区 分 事業費 

地域包括支援センター運営費 58,077,309円 

在宅医療・介護連携推進事業費 2,661,262円 

生活支援体制整備事業費 7,061,600円 

認知症統合支援事業費（認知症初期集中支援チーム

事業等） 
2,256,057円 

地域ケア会議推進費 924円 

イ 任意事業 

区 分 事業費 

介護給付等費用適正化費 105,728円 

家族介護支援費（徘徊高齢者ＳＯＳ配信メール事業

等） 
305,400円 

成年後見制度利用支援費（申立費用、成年後見等報

酬） 
8,332円 

福祉用具・住宅改修支援費 38,000円 

認知症サポーター等養成費 50,610円 

地域自立生活支援費（介護相談員５人） 932,462円 

⑽ その他諸費 

区 分 事業費 

審査支払手数料 210,754円 

 

３ 事業成果 

保険給付により、介護が必要な状態になっても自宅や介護保険施設で安心して

暮らすことができ、家族の介護負担を軽減することができた。 

  また、介護予防・日常生活支援総合事業などの地域支援事業の実施により、生

活機能の維持向上や生活機能低下の早期発見・予防を行い、自立した生活の維持

及び要介護状態の防止に寄与することができた。 
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